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厚生労働省保険局医療課 

 

 

「診療報酬請求書等の記載要領等について」の一部改正について 

 

 

 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 

 



（別添） 
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財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 
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地方厚生（支）局医療課長

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）長 殿

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課（部）長

厚 生 労働 省 保険 局 医療 課長

（公 印 省 略）

厚生労働省保険局歯科医療管理官

（公 印 省 略）

「診療報酬請求書等の記載要領等について」の一部改正について

「健康保険法施行令等の一部を改正する政令」（平成29年政令第213号）が公布され、平成29年

８月１日から施行されるところである。

これに伴い、「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年８月７日保険発第82号。

以下「記載要領通知」という。）の一部を別紙のとおり改正し、平成29年８月１日から適用する

こととする。

なお、記載要領通知の主な改正内容等は下記のとおりであるので、その取扱いに遺漏のないよ

う、関係者に周知徹底を図られたい。

記

１ 記載要領通知の主な改正内容

高額療養費制度の見直し（平成29年８月施行分）により、70歳以上の一般所得者の入院療養

に係る高額療養費の算定基準額が引き上げられ、多数回該当（44,400円）が設定されることに

伴い、難病法による特定医療又は特定疾患治療研究事業に係る公費負担医療において、自院に

おける高額療養費の支給が直近12か月間において４月目以上である場合は、特記事項欄に「34



多エ」を記載すること。

２ その他

平成30年８月１日施行の高額療養費制度の見直しにおいても、70歳以上の所得区分の細分化

等に伴い、記載要領通知の一部を改正する予定としていること。
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別 紙

「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和51年８月７日保険発第82号）

の一部改正について

１ 別紙１のⅡの第３の２の（13）の表中「18」及び「34」を次のように改める。

コ ー ド 略 号 内 容

１８ 一般 70歳以上で「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び後期高齢者医療に

あっては課税所得145万円未満）の世帯」の適用区分（Ⅲ）の記載のある特定医

療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合（特記事項「３４」

の②に該当する場合を除く。）

３４ 多エ 以下のいずれかに該当する場合

① 70歳未満で「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び退職者医療に

あっては、旧ただし書き所得210万円以下）の世帯」の適用区分（エ）の記

載のある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾

病医療受給者証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養高額療

養費多数回該当の場合

② 70歳以上で「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び後期高齢者医

療にあっては課税所得145万円未満）の世帯」の適用区分（Ⅲ）の記載のあ

る特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合であっ

て、難病法による特定医療又は特定疾患治療研究事業に係る公費負担医療

（入院に限る。）の自院における高額療養費の支給が直近１２か月間におい

て４月目以上である場合

２ 別紙１のⅡの第３の２の（38）の「ス」及び「ム」を次のように改める。

ス 70歳以上で「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び後期高齢者医療にあっては課税所

得145万円未満）の世帯」の特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証（適用区分がⅢで

あるもの）が提示された場合（ムに該当する場合を除く。）には、「特記事項」欄に「一般」と

記載すること。

ム 前フにおける「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び退職者医療にあっては、旧た

だし書き所得210万円以下）の世帯」の適用区分の記載のある特定医療費受給者証、特定疾患

医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療受給者証が提示された場合であって、特定疾病給付

対象療養高額療養費多数回該当の場合、又は70歳以上で「標準報酬月額26万円以下（国民健

康保険及び後期高齢者医療にあっては課税所得145万円未満）の世帯」の適用区分（Ⅲ）の記

載のある特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合であって、難病法

による特定医療又は特定疾患治療研究事業に係る公費負担医療（入院に限る。）の自院におけ

る高額療養費の支給が直近１２か月間において４月目以上である場合には、「特記事項」欄に

「多エ」と記載すること。
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３ 別紙１のⅢの第３の２の（34）の「サ」及び「ヘ」を次のように改める。

サ 70歳以上で「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び後期高齢者医療にあっては課税所

得145万円未満）の世帯」の特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証（適用区分がⅢで

あるもの）が提示された場合（ヘに該当する場合を除く。）には、「特記事項」欄に「一般」と

記載すること。

ヘ 前ネにおける「標準報酬月額26万円以下（国民健康保険及び退職者医療にあっては、旧た

だし書き所得210万円以下）の世帯」の適用区分の記載のある特定医療費受給者証、特定疾患

医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療受給者証が提示された場合であって、特定疾病給付

対象療養高額療養費多数回該当の場合、又は70歳以上で「標準報酬月額26万円以下（国民健

康保険及び後期高齢者医療にあっては課税所得145万円未満）の世帯」の適用区分（Ⅲ）の記

載のある特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合であって、難病法

による特定医療又は特定疾患治療研究事業に係る公費負担医療（入院に限る。）の自院におけ

る高額療養費の支給が直近１２か月間において４月目以上である場合には、「特記事項」欄に

「多エ」と記載すること。



「診療報酬請求書等の記載 要領 等 に つ い て」 （ 昭 和 51年 ８ 月 ７日 保 険 発 第 82号 ） の 一部 改 正 に つい て

（傍 線 部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別紙１ 別 紙 １

Ⅱ 診療報酬請求書及び診療報酬明 細 書の 記 載 要 領 Ⅱ 診 療報 酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領

第３ 診療報酬明細書の記載要領 （ 様式 第 ２ ） 第 ３ 診 療報酬明細書の記載要領（様式第２）

２ 診療報酬明細書の記載要領 に 関す る 事 項 ２ 診 療報酬明細書の記載要領に関する事項

(13) 「 特 記 事 項」 欄 に つい て (13) 「 特 記 事項 」 欄 に つ いて

記 載 す る 略 号 を ま と め る と 、 以 下 の と お り で あ る 記 載 す る 略 号 を ま と め る と 、 以 下 の と お り で あ る

こ と 。 な お 、 電 子 計 算 機 の 場 合 は コ ー ド と 略 号 を 記 こ と 。 な お 、 電 子 計 算 機 の 場 合 は コ ー ド と 略 号 を 記

載すること。 載す る こと。

コ ー ド 略 号 内 容 コ ー ド 略 号 内 容

０ １ ０１

～

（ 略 ）

～

（ 略 ）

１ ７ １７

１ ８ 一 般 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下 １８ 一 般 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下

（ 国 民 健 康 保 険 及 び 後 期 高 齢 者 医 療 に あ （ 国 民 健 康 保 険 及 び 後 期 高 齢 者 医 療 に あ

っ て は 課 税 所 得 145万 円 未 満 ） の 世 帯 」 の っ て は 課 税 所 得 145万 円 未 満 ） の 世 帯 」 の

適 用 区 分 （ Ⅲ ） の 記 載 の あ る 特 定 医 療 費 適 用 区 分 （ Ⅲ ） の 記 載 の あ る 特 定 医 療 費

受 給 者 証 又 は 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 が 提 受 給 者 証 又 は 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 が 提

示 さ れ た 場 合 （ 特 記 事 項 「 ３ ４ 」 の ② に 示された場合

該当する場合を除く 。 ）

１９ １９

～

（ 略 ）

～

（ 略 ）

３ ３ ３３

３ ４ 多 エ 以 下 のい ずれかに 該 当 す る 場合 ３４ 多 エ 7 0歳 未 満 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下

① 7 0歳 未 満 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 （ 国 民 健 康 保 険 及 び 退 職 者 医 療 に あ っ て

以 下 （ 国 民 健 康 保 険 及 び 退 職 者 医 療 は 、 旧 た だ し 書 き 所 得 210万 円 以 下 ） の 世

（参考）



に あ っ て は 、 旧 た だ し 書 き 所 得 210万 帯 」 の 適 用 区 分 （ エ ） の 記 載 の あ る 特 定

円 以 下 ） の 世 帯 」 の 適 用 区 分 （ エ ） 医 療 費 受 給 者 証 、 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証

の 記 載 の あ る 特 定 医 療 費 受 給 者 証 、 又 は 小 児 慢 性 特 定 疾 病 医 療 受 給 者 証 が 提

特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 又 は 小 児 慢 性 示 さ れ た 場 合 で あ っ て 、 特 定 疾 病 給 付 対

特 定 疾 病 医 療 受 給 者 証 が 提 示 さ れ た 象療養高額療養費多数回該当の場合

場 合 で あ っ て 、 特 定 疾 病 給 付 対 象 療

養高額療養費多 数 回 該 当 の場 合

② 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円

以 下 （ 国 民 健 康 保 険 及 び 後 期 高 齢 者

医 療 に あ っ て は 課 税 所 得 145万 円 未

満 ） の 世 帯 」 の 適 用 区 分 （ Ⅲ ） の 記

載 の あ る 特 定 医 療 費 受 給 者 証 又 は 特

定 疾 患 医 療 受 給 者 証 が 提 示 さ れ た 場

合 で あ っ て 、 難 病 法 に よ る 特 定 医 療

又 は 特 定 疾 患 治 療 研 究 事 業 に 係 る 公

費 負 担 医 療 （ 入 院 に 限 る 。 ） の 自 院

に お け る 高 額 療 養 費 の 支 給 が 直 近 １

２ か 月 間 に お い て ４ 月 目 以 上 で あ る

場合

３５ ３５

～

（ 略 ）

～

（ 略 ）

３ ７ ３７

(38) そ の 他 (38) そ の 他

ア ～ シ（ 略 ） ア ～ シ （略 ）

（参考）



（参考）

ス 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下 （ 国 民 ス 70歳 以 上 で 「標 準 報 酬 月 額 26万 円 以 下（ 国 民

健 康 保 険 及 び後 期 高齢者医療 に あっ て は 課 税所 得 健康 保険及び後期高齢者医療にあっては課税所得

1 4 5万 円 未 満 ） の 世 帯 」 の 特 定 医 療 費 受 給 者 証 又 145万 円 未 満 ） の世 帯 」 の 特 定医 療 費受給者証又

は 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 （ 適 用 区 分 が Ⅲ で あ る も は特 定疾患医療受給者証（適用区分がⅢであるも

の ） が 提 示 さ れ た 場 合 （ ム に 該 当 す る 場 合 を 除 の） が提示された場合には、「特記事項」欄に

く 。 ） に は 、 「 特 記 事 項 」 欄 に 「 一 般 」 と 記 載 す 「一 般」と記載すること。

ること。

セ～ミ（略） セ ～ ミ （略）

ム 前 フ に お け る 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下 （ 国 ム 前 フに お け る「 標準報酬月額 26万 円 以下 （ 国

民 健 康 保 険 及 び 退 職 者 医 療 に あ っ て は 、 旧 た だ し 民健 康保険及び退職者医療にあっては、旧ただし

書 き 所 得 2 1 0万 円 以 下 ） の 世 帯 」 の 適 用 区 分 の 記 書き 所得 210万 円 以 下 ） の 世 帯」 の 適 用 区分 の記

載 の あ る 特 定 医 療 費 受 給 者 証 、 特 定 疾 患 医 療 受 給 載の ある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給

者 証 又 は 小 児 慢 性 特 定 疾 病 医 療 受 給 者 証 が 提 示 さ 者証 又は小児慢性特定疾病医療受給者証が提示さ

れ た 場 合 で あ っ て 、 特 定 疾 病 給 付 対 象 療 養 高 額 療 れた 場合であって、特定疾病給付対象療養高額療

養 費 多 数 回 該 当 の 場 合 、 又 は 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 養費 多 数 回該 当の場合には、「特記事項」欄に

酬 月 額 2 6万 円 以 下 （ 国 民 健 康 保 険 及 び 後 期 高 齢 者 「多 エ」と記載すること。

医 療 に あ っ て は 課 税 所 得 145万 円 未 満 ） の 世 帯 」 の

適 用 区 分 （ Ⅲ ） の 記 載 の あ る 特 定 医 療 費 受 給 者 証

又 は 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 が 提 示 さ れ た 場 合 で あ

っ て 、 難 病 法 に よ る 特 定 医 療 又 は 特 定 疾 患 治 療 研

究 事 業 に 係 る 公 費 負 担 医 療 （ 入 院 に 限 る 。 ） の 自

院 に お け る 高 額 療 養 費 の 支 給 が 直 近 １ ２ か 月 間 に

お い て ４ 月 目 以 上 で あ る 場 合 に は 、 「 特 記 事 項 」

欄に「多エ」と記載すること 。



（参考）

Ⅲ 歯 科 診 療 に 係 る 診 療 報 酬 請 求 書 及 び 診 療 報 酬 明 細 書 Ⅲ 歯 科診 療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書

の記載要領 の 記 載要 領

第３ 診療報酬明細書の記載要領 （ 様式 第 ３ ） 第 ３ 診 療報酬明細書の記載要領（様式第３）

２ 診療報酬明細書の記載要領 に 関す る 事 項 ２ 診 療報酬明細書の記載要領に関する事項

(34) そ の 他 (34) そ の 他

ア ～ コ（ 略 ） ア ～ コ （略 ）

サ 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下 （ 国 民 サ 70歳 以 上 で 「標 準 報 酬 月 額 26万 円 以 下（ 国 民

健 康 保 険 及 び 後 期 高 齢 者 医 療 に あ っ て は 課 税 所 得 健康 保険及び後期高齢者医療にあっては課税所得

1 4 5万 円 未 満 ） の 世 帯 」 の 特 定 医 療 費 受 給 者 証 又 145万 円 未 満 ） の世 帯 」 の 特 定医 療 費受給者証又

は 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 （ 適 用 区 分 が Ⅲ で あ る も は特 定疾患医療受給者証（適用区分がⅢであるも

の ） が 提 示 さ れ た 場 合 （ ヘ に 該 当 す る 場 合 を 除 の） が提示された場合には、「特記事項」欄に

く 。 ） に は 、 「 特 記 事 項 」 欄 に 「 一 般 」 と 記 載 す 「一 般」と記載すること。

ること。

シ～フ（略） シ ～ フ （略）

ヘ 前 ネ に お け る 「 標 準 報 酬 月 額 2 6万 円 以 下 （ 国 ヘ 前 ネに お け る「 標準報酬月額 26万 円 以下 （ 国

民 健 康 保 険 及 び 退 職 者 医 療 に あ っ て は 、 旧 た だ し 民健 康保険及び退職者医療にあっては、旧ただし

書 き 所 得 2 1 0万 円 以 下 ） の 世 帯 」 の 適 用 区 分 の 記 書き 所得 210万 円 以 下 ） の 世 帯」 の 適 用 区分 の記

載 の あ る 特 定 医 療 費 受 給 者 証 、 特 定 疾 患 医 療 受 給 載の ある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給

者 証 又 は 小 児 慢 性 特 定 疾 病 医 療 受 給 者 証 が 提 示 さ 者証 又は小児慢性特定疾病医療受給者証が提示さ

れ た 場 合 で あ っ て 、 特 定 疾 病 給 付 対 象 療 養 高 額 療 れた 場合であって、特定疾病給付対象療養高額療

養 費 多 数 回 該 当 の 場 合 、 又 は 7 0歳 以 上 で 「 標 準 報 養費 多 数 回該 当の場合には、「特記事項」欄に

酬 月 額 2 6万 円 以 下 （ 国 民 健 康 保 険 及 び 後 期 高 齢 者 「多 エ」と記載すること。

医 療 に あ っ て は 課 税 所 得 145万 円 未 満 ） の 世 帯 」 の



（参考）

適 用 区 分 （ Ⅲ ） の 記 載 の あ る 特 定 医 療 費 受 給 者 証

又 は 特 定 疾 患 医 療 受 給 者 証 が 提 示 さ れ た 場 合 で あ

っ て 、 難 病 法 に よ る 特 定 医 療 又 は 特 定 疾 患 治 療 研

究 事 業 に 係 る 公 費 負 担 医 療 （ 入 院 に 限 る 。 ） の 自

院 に お け る 高 額 療 養 費 の 支 給 が 直 近 １ ２ か 月 間 に

お い て ４ 月 目 以 上 で あ る 場 合 に は 、 「 特 記 事 項 」

欄に「多エ」と記載すること 。
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